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価値創造プロセス

ヤマトグループは、創業時より「運ぶ」を通じて「豊かな社会の実現」に貢献してきました。

不確実性が高まる中で、これから先も持続可能な社会を創ることは社会の一員としての責務だと考えています。

ヤマトグループは「イノベーションを起点」に、未来が問いかける課題に正面から向き合い、

多種多様なパートナーとともに「新たな物流」「新たな価値」を創造していきます。

価値を生み出す源泉（インプット） 〉〉 P.19

戦略  〉〉P.21

マテリアリティの実現  〉〉P.53

 事業課題／社会課題（リスク認識） 

人的資本
共共通の理理念のもとに結結集した
多多様なババックグラウンンドを持つ人材

社会関係
資本

1100年超超の歴史で築いた信頼に基づづく
顧顧客、パートナー、地地域社会とのつなながりりりりりりり

物流資本

環境資本

知的資本
宅宅急便をを通じて蓄積ししたビッグデータとと
未未来を創創造するイノベベーション能力

財務資本
持持続的成成長に向けたた投資を可能にすする
強強固な財財務基盤

● EC化の進展 ● 労働力人口の減少 少子高齢化／過疎化 ● 輸送力不足の深刻化
● 気候変動の深刻化 ● 地政学リスクの増大 ● テクノロジーの進化

目指指す姿姿

人事・デジタル・環境・社会戦略  〉〉 P.37

コーポレート・ガバナンス  〉〉 P.55

「持続可能な未来の実現に貢献す る価値創造企業」
イノベーションを起点に「新たな物流」「新た  な価値」を創造する

 グループ経営基盤の強化

豊かな社会の実現への貢献（アウトカム）

環境価値

低炭素社会の実現

社会価値

誰一人取り残さない
社会の実現

中期経営計画

〉〉P.21

基盤
領域

「グリーン・モビリティ」の
事業化

新規
領域

法人向けビジネスの
拡大

成長
領域

基盤
領域

宅急便ネットワークの
強靭化と
提供価値の拡大

経営理念 企業姿勢 社員行動指針

 グループ企業理念 〉〉 P.1

社社社訓

社会的インフラとして品質と効率を追求し、
進化を続ける物流ネットワーク

環境投資がつくる、GHG排出量の削減と
顧客への価値提供を可能にするグリーン基盤

経済価値
持続的な

利益成長の実現

企業価値向上のストーリー



資本の状態

●  個人向け会員制サービス登録者数 約5,900万人
●  法人向け会員制サービス登録社数 約180万社
●  ビジネスパートナー（継続的取引先） 約5,500社

資本の強化策

提供価値の拡大 〉〉 P.25
●  顧客ニーズを捉えた商品・サービスの開発

社会戦略 〉〉 P.49
●  サプライチェーンマネジメントの推進
●  地域コミュニティでの取組み

資本の状態

●  GHG排出量削減率 △15％（2021年3月期比）
●  再エネ電力使用率 55％
●  EV 約4,200台
●  太陽光発電設備 約130基

資本の強化策

「グリーン・モビリティ」の事業化 〉〉 P.33
●  環境・社会課題の解決を通じた経済価値の創出

環境戦略 〉〉 P.45
●  GHG排出量の削減
●  グリーンデリバリーの実現

資本の状態

●  自己資本比率 46.5％
●  D/Eレシオ 0.29倍
●  格付（R&I） AA- （2025年6月10日時点）

資本の強化策

資本効率をより重視した経営の浸透 〉〉 P.13
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価値を生み出す源泉

ここに挙げた6つの資本は、100年超の歴史で社会とともに築き、磨き上げてきた独自の価値の結晶です。

それは、私たちのゆるぎない競争優位の源泉であるとともに、未来の価値創造の起点でもあります。

人的資本 ｜ 共通の理念のもとに結集した多様なバックグラウンドを持つ人材

資本の状態

●  社員数 約17万人
●  セールスドライバー 約5.4万人
●  社員意識調査※1 働きやすさ 70％
 働きがい 59％
●  障がい者雇用率※2 3.3%
●  女性管理職（役職者）比率※1 6.6％
※1 国内連結会社および（株）スワン
※2 国内連結会社および（株）スワン（障害者雇用状況報告対象外の会社については除く）

資本の強化策

人事戦略 〉〉 P.37
●  事業構造改革に伴う人材の適正配置
●  付加価値を創出する人材の育成・採用
●  職場環境の整備／組織風土の醸成

資本の状態

●  国内宅急便ネットワークカバー率 100%
●  ラストマイル集配拠点 約2,800拠点
●  集配車両 約4.4万台
●  ターミナル 約80拠点
●  法人向け拠点 約400拠点
●  展開エリア 世界23の国・地域

資本の強化策

宅急便ネットワークの強靭化 〉〉 P.25
●  プライシングの適正化と宅急便収入の拡大
●  オペレーティングコストの適正化

法人向けビジネスの拡大 〉〉 P.29
●  大型DC・FC案件の提案・獲得
●  顧客のグローバルビジネスに対する付加価値創出
●  M&A戦略

資本の状態

●  宅配便年間取扱数量 約23億個
（ 宅急便・宅急便コンパクト・EAZY・
ネコポス・クロネコゆうパケット）

●  デジタル投資 約140億円
●  デジタル人材 約820名

資本の強化策

デジタル戦略 〉〉 P.43
●  事業と一体となったDXの推進

社会関係資本 ｜ 100年超の歴史で築いた信頼に基づく顧客、パートナー、地域社会とのつながり

物流資本 ｜ 社会的インフラとして品質と効率を追求し、進化を続ける物流ネットワーク 環境資本 ｜ 環境投資がつくる、GHG排出量の削減と顧客への価値提供を可能にするグリーン基盤

知的資本 ｜ 宅急便を通じて蓄積したビッグデータと未来を創造するイノベーション能力 財務資本 ｜ 持続的な成長に向けた投資を可能にする強固な財務基盤

数値はいずれも2025年3月末時点数値はいずれも2025年3月末時点

企業価値向上のストーリー



基盤領域

宅急便ネットワークの強靭化と
提供価値の拡大

●サービスラインアップの拡充
●プライシングの適正化
●オペレーティングコストの適正化

新規領域

「グリーン・モビリティ」の
事業化

●多様化する顧客や社会のニーズに対応
●既存経営資源の活用
●多様なパートナーとの共創

成長領域

法人向けビジネスの拡大
●法人顧客のサプライチェーン変革支援
● M&Aや提携による事業の拡大

グループ経営基盤の
強化

■人事戦略　■デジタル戦略
■環境戦略　■社会戦略
■コーポレート・ガバナンスの強化

資本効率をより重視した
経営の浸透

■資本コストを上回る資本収益性の実現
■ ROICを新たな経営指標として設定■
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2030年への道筋と中期経営計画

■ 中期経営計画「サステナビリティ・トランスフォーメーション2030（SX2030） ～1st Stage～」の位置づけ

■ 主要施策 ■ 財務・非財務目標（一部抜粋）

分類 項目 2025年3月期 実績 2027年3月期 目標

財
務
目
標

経営成績

営業収益 1兆7,626億円 2兆～2兆4,000億円

営業利益 142億円 1,200～1,600億円

親会社株主に帰属する当期純利益 379億円 800～1,000億円

収益性 営業利益率 0.8% 6%以上

効率性
ROE 6.5% 12%以上

ROIC 1.4% 8%以上

マテリアリティ 指標 2025年3月期 実績 2027年3月期 目標

非
財
務
目
標

　　   環境 エネルギー・気候

GHG排出量※1の削減率 
（2021年3月期比） △15%

△25%

Scope3排出量削減目標設定

再生可能エネルギー由来
電力使用率 55% 70%

　　   社会

労働
人的生産性※2 1.34 労働生産性の向上

社員意識調査※3
働きやすさ 70%

働きがい 59%
エンゲージメントの向上

人権・ダイバーシティ
障がい者雇用率※4 3.3% 3.1%

女性管理職（役職者）比率※3 6.6% 10%

　 　  ガバナンス 取締役会の実効性向上と株主・投資家との対話・情報開示の充実

※1 国内連結会社および（株）スワンのScope1とScope2　※2 （連結営業収益－連結下払経費）÷連結人件費
※3 国内連結会社および（株）スワン　※4 国内連結会社および（株）スワン（障害者雇用状況報告対象外の会社については除く）

中期経営計画の最終年度となる2027年3月期の目標は以下のとおりです。なお、当計画および数値目標については、初年度で
ある2025年3月期の業績および当計画の進捗状況、事業環境の変化などを踏まえ、精査しています。数値目標を修正する場合
には、決定次第、情報開示を行い、株主・投資家の皆様との建設的な対話に努めていきます。

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期～2027年3月期 2028年3月期～2031年3月期

外部環境

EC化の進展・テクノロジーの進化・地政学リスクの増大・気候変動の深刻化

コロナ禍 ウィズコロナ～アフターコロナ

インフレ進行・外部コスト上昇 物流の2024年問題～2030年問題

経営テーマ
運送から
運創へ

サプライチェーンの「End to End」に対する
価値提供の拡大

持続可能な未来の実現に貢献する価値創造企業

経営計画

　　　　グループ経営構造改革 　　　　　　　　　　　　事業構造改革 事業領域の拡大
改革成果の結実

　　経営構造改革プラン「YAMATO NEXT100」

中期経営計画「Oneヤマト2023」 1st Stage
（宅急便ネットワークの強靭化と事業ポートフォリオの変革を実現する期間）

企業価値向上のストーリー

（サステナビリティ・トランスフォーメーション）
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2024年3月期

1兆7,586億円

基盤領域　
成長領域　
新規領域

2027年3月期（目標）

新規領域

2兆4,000億円※

1,100億円
基盤領域

1兆9,250億円
成長領域

6,600億円

2025年3月期

1兆7,626億円

事業ポートフォリオの変革

3つの事業領域

事業別の方向性持続的な企業価値向上を実現するため、ヤマトグループは事業ポートフォリオの変革を進めています。具体的には、各事業をその

役割に応じて「基盤領域」「成長領域」「新規領域」に分け、事業の成長性と資本収益性（ROIC）をもとにメリハリのある経営資源

配分を行います。基盤領域自体の収益構造を改革し安定化させると同時に、そこから生まれるキャッシュを成長領域における法

人向けビジネスの拡大などへ戦略的に投下することで、グループ全体の持続的な利益成長を加速させていきます。

グループ全体の持続的な利益成長を実現するため、「事業成長性」と「資本収益性」を軸に各事業の役割と方向性を定めています。

各事業の現在地と目標を明確にし、定期的なモニタリングと見直しによって経営資源を最適に配分していきます。

基盤領域 成長領域 新規領域

　　      利益成長を牽引 　　      新たな収益源の創出

宅急便ネットワークの強靭化と
提供価値の拡大 法人向けビジネスの拡大 「グリーン・モビリティ」の

事業化

・プライシングの適正化
・ 宅急便収入の拡大
（営業力の強化・拠点戦略の推進）

・オペレーティングコストの適正化
・バックオフィス改革

・CL：大型DC･FC案件の獲得

・GL：注力領域へのリソース集中投下

・M&Aによる成長加速

・多様なパートナーとの共創
・環境・社会課題の解決を通じた
経済価値の創出

エクスプレス（EXP）事業
対象顧客： 宅急便部門（小口法人・個人）

法人部門（大口法人）
対象領域：ラストマイル領域、輸送領域
主要サービス： 宅急便・宅急便コンパクト・EAZY

投函商品（ネコポスなど）
JITBOXチャーター便

コントラクト・ロジスティクス（CL）事業
主要サービス：顧客別の最適ロジスティクス設計

グローバル（GL）事業
主要サービス： フォワーディング、

海外CL

モビリティ事業
主要サービス： 車両整備

EVライフサイクルサービス

エクスプレス事業（新規取組み）
共同輸配送のオープンプラットフォーム
（Sustainable Shared Transport）

その他事業
自動車運送事業者向けオンライン医療サービス
（MY MEDICA）

事業方針 事業方針 事業方針

役 割

主要事業・サービス 主要事業・サービス 主要事業・サービス

※グラフ内の目標値は中期経営計画の発表（2024年2月）時点のものです。現在（2025年9月）、計画を精査しています。

領域別営業収益の推移

安定した
キャッシュ・フローと
利益の創出

役 割 役 割

　      利 　　         新

法人部門

・プライシング適正化
・法人輸配送ニーズ獲得

M&Aで獲得したリソースも活用し、
大型DC・FC案件など新たな領域を獲得

宅急便部門
・宅急便収入拡大
・オペレーティングコスト適正化

EXP事業

CL事業
フォワーディング・海外CLによる付加価値創出を
M&Aによる機能･ネットワーク強化で加速

車両整備サービスに加え、EV、太陽光発電設備、エネルギーマネジメントなどの
ノウハウを活用したEVライフサイクルサービス・再エネ供給などの新規ビジネスにより、
車両を使用する顧客企業の低炭素化需要を獲得

（円の大きさ：外部顧客への営業収益）

グローバル事業

モビリティ事業

高成長期待領域 投資領域

収益構造改革領域 新たな成長領域

営
業
収
益
成
長
率

（%）

ROIC（%）7%

3%

企業価値向上のストーリー




